
市民の目線で
エネルギー・環境政策選択肢を読む

２０１２年7月2日
浅岡美恵（気候ネットワーク）



エネルギー・環境会議 選択肢を提示
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エネ 基本問題委員会(27回）
原発 原子力委員会(13回＋）
CO2 中央環境審議会(13回＋）

2012.06.26

国民的議論（？日）今夏、エネルギー基本計画改定へ

コスト検証



プロセス図に「温暖化」対策検討の場面の記載なし。
温暖化対策の位置づけはもともと、弱かった。

原子力ムラの秘密会議
体質のまま



6･29 エネ･環境会議の選択肢 Ⅰ

大胆なエネルギー構造の改革に関する
３つの視点

（１）クリーンエネルギーへの重点シフトと成長の
確保

（２）需要家主体のエネルギーシステム改革
（３）多面的なエネルギー・環境の国際貢献

エネルギーの選択を行うに当たって重要となる
４つの視点

（１）原子力の安全確保、将来リスクの低減
（２）エネルギー安全保障の強化
（３）地球温暖化問題解決への貢献
（４）コストの抑制、空洞化防止

シナリオを検証するに当たり踏まえるべき７つの視点

よ
り
戦
略
的
で
、
視
点

が
明
確
に
な
っ
た
が
、

事故リスクを制御
するアプローチも



6･29 エネルギー･環境会議の選択肢 Ⅱ

現状よりも、

・省エネを進め、エネルギー消費量と
電力消費量を減らし、

・原発依存度を減らし、

・化石燃料依存度を減らし、

・再生エネを最大限引き上げ、

・よって、非化石電源比率を上げ、
CO2排出量を削減する。

原発依存度を下げ、化石燃料依存度を下げ、CO2を削減する
シナリオを用意

6･8の中間

的整理で初
めて、現行
基本計画か
らではなく、
現状基点で
あることを
明確にした。



エネ・環会議 ３つの選択肢シナリオ
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原子力比率とCO2 削減率(90年比）

▲ 23％
▲ ６～

７％
▲ 20％▲ 5％▲ 16％▲ 2％

基本問題委
（エネルギー起源

CO2）

▲ 25％
▲ 10～

11％
▲

23％
▲ 9％▲ 23％▲ 7％

(原発14％）

エネ・環会議
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203020202030203020302020

２０～25％15%0%原発比率

・2020年は2010年と2030年の中間値

・エネ環は中環審と基本問題委との中間値



地球温暖化 「２℃目標」と削減量
世界全体で10年内にピークアウトさせ、
2050年までに90年の水準から世界で半減
先進国は80～95％削減 2020年までに25％以上

2005年まではIEA統計

気温上昇２℃
先進国は2020年に25-40%削減、
2050年に80-95%削減(IPCC、条
約バリ合意)
世界は2050年に50-85%削減
(IPCC)
途上国2020目標は曖昧だが対
策なしの場合より15-30%減とし

ている模様

日本の2020年に25%削
減はこの下限

日本の2020年に25%削
減はこの下限

先進国は2020年に
25-40%削減

先進国は2050年に
80-95%削減

世界で2050年に
50-85%削減

世界で2015年までに

減少へ



温暖化の選択肢原案の削減
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どの案もCO2削減量が低く、

基本問題委員会が最も低いのは、

①もともと、2030年▲20～30％（2010年≒ 0）
(2020年▲10～15％）削減を前提に試算
（中環審案も25％削減シナリオはなし）

②火力の燃料構成: 基本問題委は石炭シフト

エネ･環は、温暖化対策・ガスシフトを明示

③省電力 どの案も、▲1割で統一
CO2削減の可能性

④基本フレーム・活動量 どの案も過大設定
CO2削減の可能性



電源構成（2030）
エネ環会議は経産の石炭増シナリオにしたか

環境省のガス重視にしたか

コジェネのうち天然ガスコジェネはLNG火力に算入。



基本問題委員会の石炭問題
2010年実績・現行計画よりも、石炭シフト

１ ： ０．３８１ ： ０．４７１ ： ０．７基本問題

１ ： １．５１ ： １．５１ ： １．８エネ･環会議

１ ： １．５
１ ： １．５
～１ ： ２．0

１ ： ２．0中環審

20～25％15%
0%

(2020年14％）
原子力比率

火力発電の石炭：LNG比

2010年 石炭１：LNG１．２



中環審
発電電力量の低減＋天然ガスシフト



基本問題委

原発比率が高
いほど、より石
炭シフト
（原発は温暖
化対策？）



1990年以降の原発拡大によるCO2削減分を超える
石炭火力のCO2増加で、原発による削減分は相殺
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省エネ・省電力量

基本問題委

・全ての選択
肢に共通
(2030年）

・省電力量
2010年比
約1割

・省エネ量を
22010年比
約2割

中環審



省エネに、余地
電力 一次エネ 最終エネ

エネ・環会議
原発割合によ
らず全て1割

触れず

原発0%
→22%

原発15%
→19%

経産省総合資
源エネ調

同 原発割合によ
らず全て2割

中環審
同

原発0→24%
原発１５%

→23%
23%

・マクロフレームが従来型
・中環審も、産業の省エネは不十分
・エネ環会議の対策・追加対策と、中環審対策の高位･中位の関係
、基本問題委の対策との対比？



選択肢経済分析の前提



26回基本問題委員会に加筆

ロス対応 不十分

産業部門対策は検討不十分

ロス対応 不十分



対策コスト(１) 再エネ

エネ環会議 経産省総合資源エ
ネルギー調査会

中環審

系統対策コス
ト

5.2兆円(原発0%追加)
3.4兆円(原発15%)

21兆円(原発0%)
12兆円(原発15%)

163兆円
（系統対策は5兆
円）省エネ投資 100兆円（原発0%追加）

80兆円(原発15%)
80兆円

再エネ投資 47兆円（原発0%）
38兆円（原発15%）

・経産省総合資源エネルギー調査会は、風力中心の再生可能エネルギー導入
で「系統が不安定になる」とし、蓄電池を大量導入する想定で、系統費用が巨額
に。
・中央環境審議会は、太陽光中心で、蓄電池によらない系統安定化策を提案。
エネルギー環境会議は、経産省案を採用せず、小さな額を想定した。



エネ・環 再生可能エネルギーと系統連携費用

経産省

太陽光を固定

原発0%、

15%ケースに

風力を追加

エネ・環会議

中間をとり、

風力・太陽光も



中環審 再エネ導入 対策強度で
再エネ内訳 太陽光中心

系統対策費用



基本問題委員会資料(17回、21回）から 再エネ比率に対応して風力を

増やし、系統増強対策費用を膨大に計上

原発
比率



• 植田委員、高橋委員などの問題提起
・エネルギーシステムの設計に関する選択。数字はその結果。
電力システムの改革の方向性を示すべき。

・パーセントだけでは、それぞれ考えるところが違う

・エネルギーシステムを変えることは社会の構造を変えること。
どういう社会にしたいのか。

• エネ・環は、「需要家主体、分散型の新しいエネル
ギーシステムに転換していく。この重点としてネル
ギー・電力システム改革を実行する」と記載し、今後に。

需要家主体のエネルギーシ
ステム改革は？



対策コスト(２) 発電コスト等

エネ環会議 経産省総合資源エ
ネルギー調査会

中環審

化石燃料輸入 16兆円(原発0%追加)
15兆円(原発15%)

発電コスト 15.1円/kWh（原発0%）
14.1円/kWh(原発15%)

光熱費（含む省
エネ効果）

中環審では発電コ
ストの増加より光熱
費増が小さいことを
報告



対策コスト(3) 投資と回収

・経産省は2030年以前に投資した省エネ再エネ投資による2031年以降の光熱費軽

減分を算入せず。

エネ環会議 経産省総合資源エネル
ギー調査会

中環審

系統対策コス
ト

5.2兆円(原発0%追加)
3.4兆円(原発15%)

148兆円(原発0%)
131兆円(原発15%)
126兆円(原発20%)
（系統対策は最大21兆
円）

163兆円
（系統対策は5兆円）

省エネ投資 100兆円（原発0%追加）
80兆円(原発15%)

再エネ投資

省エネ再エネ
投資のメリット
（光熱費減）

省エネメリットのみ
70兆円（原発0%）
60兆円（原発15,20-
25%）

もとがとれない
58兆円(原発0%)
57兆円(原発15%)
56兆円(原発20%)
(2030年以降は計算せず)

もとがとれる
241兆円
(2030年迄136兆円)
(それ以降105兆円)



対策コストや経済影響

• 対策コストで、エネ環会議は経産省の超高額系統コスト（蓄
電池大量増設という、再エネ割合20%の欧州諸国でも採用

していない高額プランを提案。）を退ける。

• 経済影響で、現在のGDPと将来の対策別GDPの値を示した

（経産省は絶対額を公表せず、現在より下がるかもしれない
との錯覚を与えている。エネ環会議はこの方法を退ける）。

• 光熱費削減メリットは示さず（中環審は、対策投資の「もと」
がとれることを示した。経産省は2030年以降の削減額を計

算せずに「もと」がとれないと報告）。



GDPへの影響 エネ･環会議

• 2010年511兆円と比較し、自然体ケースの
GDP(試算機関により異なり609〜636兆円)
と2割増加することを示し、その上で対策ケー
ス別のGDPを示した。
（原発0%と原発20-25%の差は5〜8兆円（GDP600兆円に
対して。RITEとそれ以外の試算とが大きく異なる。)

• 産業構造転換のメリットを追加



GDPへの影響予測

P14



中環審選択肢案の実質GDP変化（96ページ）



これからの温暖化対策と経済「成長」

• 植田委員
成長の結果として何を実現しようとしているの
かが問題。持続可能な低炭社会づくりは温暖
化防止に不可欠。その投資を成長の駆動力
としていこうというもの。省エネ・再エネを国力
に。



原子力委員会

核燃料サイクルの選択肢

・原子力委員会報告
基本問題委員会・中環審と異なる位置づけ

・原発 0％ 直接処分

15％、20～25％ 再処理と直接処分がありうる。

・「もんじゅ」について記述なし。

・国民の選択対象に含まず？
あいまいに留めた理由？

・原子力委員会の秘密会議問題で公平性に疑義(日経）

・人気投票的な選択になじまない（内閣府幹部･毎日）



革新的エネルギー・環境戦略と原発

・「原発依存度の低減」の基点を明らかにせず。

・「福島事故前（2010年）水準からの低減」に多くの指標と数字

電力会社発電量に占める割合 約３０％
電力会社＋自家発電＋コジェネ発電量に占める割合 ２６％
設備容量の低減比率
設備容量(５０００万ｋW）による発電可能量 ３５％
（現行基本計画では2030年原子力比率53％）

・エネ環会議から原子力委員会への諮問
原子力ムラの問題は原子力発電全体を覆う

・核燃料サイクル、
もんじゅ問題

・原子力基本法
「安全保障」



基本問題委員会4月26日

規制委員会設置法 「原則40年廃炉」、「バックフィット」見直し附則



「委員会」「会議」・・の基本問題

• エネルギー・環境会議
「できる限り低減」ｖｓ「重要な電源」

• 基本問題委員会
新規。公開度は高いが、・・

• 原子力委員会
・原子力政策大綱策定会議
震災前と同じ構図と体質 秘密会議で

• 中央環境審議会
旧来の体制、エネルギー政策の環境政策への制約

• 官僚等（業界影響も）による分断統治、切り違え運営

事務局による審議資料作成
電力会社・原子炉メーカー

出向者による事務局
原発関連事業者・行政・関

係団体との秘密会議



8月 革新的エネルギー・環境戦略決定

• 国民的議論の場、反映方法？

• 国民的議論を経て、政府がエネルギーミックスと温
室効果ガスの国内排出量等を決定

• 核燃料サイクルは、エネルギーミックスの大枠に応
じて政府が決定

• 速やかに基本計画
年内に、原子力政策大綱
地球温暖化対策、
グリーン政策をまとめる

• 広がる原発再稼動反対の声



参考資料



国家戦略室 ２０１１．６．７





基本問題委員会選択肢 社会像？
植田・高橋 ミックスの数字はシステム改革の結果

温暖化
対策？





中環審 温暖化対策強度選択肢（案）
原発比率にかかわりなく、しっかりと温暖化対策を

基本問題委、中環審で、GHG削減率が異なる

2012・６・８第１08回




